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平成 22 年 5 月 28 日 

各      位 

会 社 名    藤 井 産 業 株 式 会 社 

代表者名    代 表 取 締 役 社 長  藤 井 昌 一 

       （JASDAQ  コード番 号 9906） 

問合せ先    常務取締役社長室長 秋本 榮一 

電 話    0 2 8 - 6 6 2 - 6 0 1 8 

 

（訂正・数値データ訂正あり）「平成 22 年 3 月期決算短信」の一部訂正について 
 

平成 22 年 5 月 13 日に開示いたしました「平成 22 年 3 月期決算短信」の一部に訂正がありましたので、

下記のとおりお知らせいたします。なお、訂正箇所は下線を付しております。 

 

記 
 
【22 ページ】 

（連結損益計算書関係） 

【訂正前】 

前連結会計年度 

（自 平成 20 年 4 月 1 日   

至 平成 21 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 21 年 4 月 1 日   

至 平成 22 年 3 月 31 日） 

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

6,216 千円

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

1,139 千円

 
【訂正後】 

前連結会計年度 

（自 平成 20 年 4 月 1 日   

至 平成 21 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 21 年 4 月 1 日   

至 平成 22 年 3 月 31 日） 

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

6,216 千円

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入益）が

売上原価に含まれております。 

△5,077 千円
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【39 ページ】 

5.個別財務諸表 

（1）貸借対照表 

【訂正前】 

 
 
【訂正後】 
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【42 ページ】 

（3）株主資本等変動計算書 

【訂正前】 
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【訂正後】 
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【47 ページ】 

（会計処理の変更） 

【訂正前】 

前事業年度 

（自 平成 20 年 4 月 1 日   

至 平成 21 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 21 年 4 月 1 日   

至 平成 22 年 3 月 31 日） 

（工事契約に関する会計基準） 

当事業年度より請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第 15 号 

平成 19 年 12 月 27 日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第 18 号 平成 19

年 12 月 27 日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着

手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用しております。 

これにより、売上高は 271,428 千円増加し、営業損失は

19,188 千円減少し、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ 19,188 千円増加しております。 

 
【訂正後】 

前事業年度 

（自 平成 20 年 4 月 1 日   

至 平成 21 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 21 年 4 月 1 日   

至 平成 22 年 3 月 31 日） 

（工事契約に関する会計基準） 

当事業年度より請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第 15 号 

平成 19 年 12 月 27 日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第 18 号 平成 19

年 12 月 27 日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着

手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用しております。 

これにより、売上高は 312,251 千円増加し、営業損失は

19,188 千円減少し、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ 19,188 千円増加しております。 

 
【49 ページ】 

（損益計算書関係） 

【訂正前】 

前事業年度 

（自 平成 20 年 4 月 1 日   

至 平成 21 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 21 年 4 月 1 日   

至 平成 22 年 3 月 31 日） 

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

5,100 千円

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

972 千円

 

【訂正後】 

前連結会計年度 

（自 平成 20 年 4 月 1 日   

至 平成 21 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 21 年 4 月 1 日   

至 平成 22 年 3 月 31 日） 

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

5,100 千円

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入益）が

売上原価に含まれております。 

△4,127 千円

以  上 


